
平成２６年度

名張市水道事業会計補正予算書

（附 予算に関する説明書）



　（総則）

　（収益的収入及び支出の補正）

（既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

第１款 1,958,989千円 △30,060千円 1,928,929千円

第１項 1,513,516千円 △46,173千円 1,467,343千円

第２項 444,412千円 △8,897千円 435,515千円

第３項 1,061千円 25,010千円 26,071千円

第１款 2,192,705千円 47,520千円 2,240,225千円

第１項 1,790,112千円 △53,166千円 1,736,946千円

第２項 105,693千円 △12,014千円 93,679千円

第３項 286,900千円 112,700千円 399,600千円

　（資本的収入及び支出の補正）

（既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

第１款 387,211千円 △88,544千円 298,667千円

第１項 8,200千円 △8,200千円 0千円

第２項 21,979千円 △9,468千円 12,511千円

第３項 102,230千円 △53,650千円 48,580千円

第４項 40,000千円 △11,000千円 29,000千円

第５項 11,623千円 993千円 12,616千円

第６項 102,021千円 △7,219千円 94,802千円

第１款 1,328,628千円 △22,208千円 1,306,420千円

第１項 1,102,881千円 △510,558千円 592,323千円

第２項 25,525千円 △225千円 25,300千円

第５項 40,554千円 △11,425千円 29,129千円

第７項 0千円 500,000千円 500,000千円

支 出

建 設 事 業 費

基 金 積 立 金

固定資産購入費

資 本 的 支 出

他会計長期貸付金

営 業 費 用

基 金

国 庫 補 助 金

施 設 負 担 金

資 本 的 収 入

収 入

他会計繰入金

予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額

営 業 外 費 用

企 業 債

水道事業費用

第１条

第２条

収 入

特 別 利 益

水道事業収益

平成２６年度　名張市水道事業会計補正予算（ 第 ２ 号 ）

支 出

  改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（ 科 目 ）

平成２６年度名張市水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

平成２６年度名張市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益

（ 科 目 ）

　的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

第３条

営 業 収 益

  941,417千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額1,007,753千円」に

特 別 損 失

営 業 外 収 益

出 資 金
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　（継続費の補正）

　（企業債の補正）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正）

（既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

 職員給与費 490,893千円 4,164千円 495,057千円

　（他会計からの補助金の補正）

（既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

第６条

（ 科 目 ）

81千円

第７条

（１）

（ 補 助 金 ）

予算第１１条に定めた補助金の金額を次のとおり改める。

　企業債を次のとおり廃止する。

第４条　継続費の総額及び年割額を次のとおり変更する。

予算第１０条に定めた経費の金額を次のとおり改める。

第５条

5,657千円（４）基礎年金拠出金に係る公的負
担に要する経費に対する
補助金

5,576千円

     平成２７年３月２日提出

       名張市長　亀　井　利　克

(単位　千円)

総額 年度 年割額 総額 年度 年割額

富貴ヶ丘浄水場 26 316,500 26 0

機 械 電 気 設備 27 615,700 27 652,672

更 新 事 業 28 586,300 28 652,672

29 499,600 29 537,885

2,018,100 1,843,229

変更後
款 項 目

変更前

1.資本的支出 1.建設事業費

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法
起債の目的

補　　正　　前 補正後

水道未普及地域
解消事業費

8,200 証書借入

 年4.0％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金等及
び銀行等引受資金
について、利率の
見直しを行った後
においては当該見
直し後の利率）

　政府資金等についてはそ
の融資条件により、銀行そ
の他の場合にはその債権者
との協定に基づくものとす
る。ただし、企業財政の都
合により据置期間及び償還
期限を短縮し、又は繰上償
還をなし、若しくは低利債
に借り換えることができ
る。

廃止

千円
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予 算 に 関 す る 説 明 書



（単位　千円）

補 正 予 定 額

１．水 道 事 業 収 益 △30,060

１．営 業 収 益 △46,173

１．給 水 収 益 △26,061

２．受 託 工 事 収 益 △8,800

３．そ の 他 営 業 収 益 △11,312

２．営 業 外 収 益 △8,897

１．受取利息及び配当金 1,954

２．他 会 計 補 助 金 81

３．受 託 工 事 収 益 △8,235

４．長 期 前 受 金 戻 入 △7,175

５．雑 収 益 4,478

３.特 別 利 益 25,010

１．固 定 資 産 売 却 益 △48

２．そ の 他 特 別 利 益 25,058

（単位　千円）

補 正 予 定 額

１．水 道 事 業 費 用 47,520

１．営 業 費 用 △53,166

１．原 水 及 び 浄 水 費 △3,918

２．配 水 及 び 給 水 費 △1,834

３．受 託 工 事 費 △8,101

４．総 係 費 161

５．減 価 償 却 費 △33,869

６．資 産 減 耗 費 △5,305

７．そ の 他 営 業 費 用 △300

２. 営 業 外 費 用 △12,014

２．受 託 工 事 費 △7,487

４．消費税及び地方消費税 △4,527

３．特 別 損 失 112,700

２．そ の 他 特 別 損 失 112,700

平成２６年度名張市水道事業会計補正予算（第２号）実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

支 出

款 目項

収 入

款 項 目
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（単位　千円）

補 正 予 定 額

１．資 本 的 収 入 △88,544

１．企 業 債 △8,200

１．企 業 債 △8,200

２．国 庫 補 助 金 △9,468

１．国 庫 補 助 金 △9,468

３.施 設 負 担 金 △53,650

１．工 事 負 担 金 △41,180

２．水 資 源 負 担 金 △12,470

４．基 金 △11,000

１．基 金 繰 入 金 △11,000

５．他 会 計 繰 入 金 993

１．一 般 会 計 繰 入 金 993

６.出 資 金 △7,219

１．出 資 金 △7,219

（単位　千円）

補 正 予 定 額

１．資 本 的 支 出 △22,208

１．建 設 事 業 費 △510,558

１．建 設 工 事 費 △480,758

２.住宅団地等水道施設費 △29,800

２．固定資産購入費 △225

１．固 定 資 産 購 入 費 △225

５．基 金 積 立 金 △11,425

１．基 金 積 立 金 △11,425

７.他会計長期貸付金 500,000

１．一 般 会 計 貸 付 金 500,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目

目

支 出

款 項
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計
1 　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 352,733

減価償却費 911,959

固定資産除却費 138,213

引当金の増加額 237,089

長期前受金戻入額 △ 368,515

受取利息及び受取配当金 △ 8,552

支払利息 51,679

固定資産売却益 △ 1,013

未収金の減少額 9,595

たな卸資産の増加額 △ 4,439

未払金の増加額 32,165

その他流動負債の増加額 9,754

　小　　計 655,202

利息及び配当金の受取額 8,552

利息の支払額 △ 51,679

　業務活動によるキャッシュ・フロー 612,075

2 　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 895,671

有形固定資産の売却による収入 2,171

貸付金の回収による収入 100,000

貸付による支出 △ 500,000

国庫補助金による収入 12,511

国庫補助金の返還による支出 △ 381

他会計からの繰入金による収入 12,616

負担金による収入 46,071

基金の積立による支出 △ 29,129

基金の取崩による収入 29,000
　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,222,812

3 　財務活動によるキャッシュ・フロー
0

△ 27,849
ダム築造費の割賦償還による支出 △ 125,180
他会計からの出資による収入 94,802

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 58,227

　資金増加額 △ 668,964
　資金期首残高 2,252,117
　資金期末残高 1,583,153

平成２６年度名張市水道事業会計補正（第２号）予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）

（単位：千円）

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
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１．総　　括

特別職 一般職 給 料 手 当 計

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

損益勘定支弁職員 0 14 59,475 345,228 404,703 22,264 426,967

※注1 (35,523) (35,523) (1,381) (36,904)

※注2 (281,194) (281,194) (1,216) (282,410)

資本勘定支弁職員 (1) 32,425 25,814 58,239 9,851 68,090

0 8

※注1 (3,985) (3,985) (690) (4,675)

(1)

合 計 0 22 91,900 371,042 462,942 32,115 495,057

損益勘定支弁職員 0 14 59,630 341,202 400,832 22,219 423,051

※注1 (31,513) (31,513) (1,366) (32,879)

※注2 (281,343) (281,343) (1,241) (282,584)

資本勘定支弁職員 (1) 32,424 25,579 58,003 9,839 67,842

0 8

※注1 (3,977) (3,977) (682) (4,659)

(1)

合 計 0 22 92,054 366,781 458,835 32,058 490,893

損益勘定支弁職員 0 0 △ 155 4,026 3,871 45 3,916

※注1 (4,010) (4,010) (15) (4,025)

※注2 (△149) (△149) (△25) (△174)

資本勘定支弁職員 (0) 1 235 236 12 248

0 0

※注1 (8) (8) (8) (16)

(0)

合 計 0 0 △ 154 4,261 4,107 57 4,164

なお、平成26年度において、法定福利費引当金1,215,531円を取り崩す。

注）1.（　）は内数で引当金繰入額を表記。

2.（　）は内数で特別損失額を表記。

3.職員数欄の（　）は外数で再任用勤務職員を表記。

補
正
後

補
正
前

比

較

給  与  費  明  細  書

区 分

職員数※注3 給 与 費
法定福利費 合 計
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なお、平成26年度において、賞与引当金6,904,323円、退職給付引当金69,636,534円を取り崩す。

注） 1.（　）は内数で引当金繰入額を表記。

2.（　）は内数で特別損失額を表記。

２．給料及び手当の増減額の明細

給料 △ 154

給与改定に伴う増減分 0

区分
増 減 額
　 （千円)

増　減　事　由　別　内　訳
                        (千円)

説 明 備 考

その他の増減分 4,261

昇給に伴う増加分 0

その他の増減分 △ 154

手当 4,261
制度改正に伴う増減分 0

扶 養 手 当 通 勤 手 当 期 末 勤 勉 住 居 手 当 管 理 職 手 当

(千円) (千円) 手 当 (千円） (千円) (千円)

補 正 後 2,466 1,114 47,009 1,020 4,964

※注1 (11,680)

※注2 (6,905)

補 正 前 2,466 1,114 46,974 1,020 4,964

※注1 (11,672)

※注2 (7,054)

比 較 0 0 35 0 0

(8)

（△149)

時 間 外 勤 務 特 殊 勤 務 管 理職 員特 別 退職給付費 地 域 手 当

手 当 (千円） 手 当 (千円） 勤務手当 (千円） (千円) (千円)

補 正 後 8,800 170 400 302,117 2,982
※注1 (27,828)
※注2 (274,289)

補 正 前 8,500 250 400 298,107 2,986

※注1 (23,818)

※注2 (274,289)

比 較 300 △ 80 0 4,010 △ 4

(4,010)

(0)

区 分

区 分手

当

の

内

訳

手

当

の

内

訳
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企業債
損益勘定
留保資金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （％）

既決 316,500 316,500 316,500 316,500 15.7

補正 △ 316,500 △ 316,500 △ 316,500 △ 316,500 △ 15.7

計 0 0 0 0 0 0.0

既決 615,700 615,700 615,700

補正 36,972 601,000 △ 564,028 36,972

計 652,672 601,000 51,672 652,672

既決 586,300 586,300 586,300

補正 66,372 601,000 △ 534,628 66,372

計 652,672 601,000 51,672 652,672

既決 499,600 499,600 499,600

補正 38,285 476,100 △ 437,815 38,285

計 537,885 476,100 61,785 537,885

既決 2,018,100 0 2,018,100 316,500 316,500 1,701,600 15.7

補正 △ 174,871 1,678,100 △ 1,852,971 △ 316,500 △ 316,500 141,629 △ 15.7

計 1,843,229 1,678,100 165,129 0 0 1,843,229 0.0

継  　　続　　  費 　　 に　　  関 　　 す 　　 る　　  調 　　 書

全　　　　体　　　　計　　　　画 平 成 26 年 度

支払義務発生

予 定 額

平 成 26 年 度

末までの支払

義 務 発 生

予 定 額

平 成 27 年 度

以 降 の 支 払

義 務 発 生

予 定 額
年度 区分

継 続 費

の 総 額

に 対 す る

進 捗 率

備考
年割額

左の財源内訳

27

28

29

計

26

１

資

本

的

支

出

１

建

設

事

業

費

富
貴
ヶ

丘
浄
水
場
機
械
電
気
設
備
更
新
事
業

款 項 事業名
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(単位：円)

１

1,661,529,980

4,912,428,139

1,487,802,239 3,424,625,900

18,762,670,454

9,554,915,709 9,207,754,745

9,074,379,996

4,981,080,222 4,093,299,774

26,898,632

25,611,649 1,286,983

214,386,646

172,943,038 41,443,608

1,005,549,693

19,435,490,683

1,874,000,533

1,775,620

1,875,776,153

1,675,000,000

275,151,825

1,950,151,825

23,261,418,661

２

1,583,153,321

1,583,153,321

159,849,132

△ 3,715,000

39,466,715

265,500,000

2,044,254,168

25,305,672,829

貯 蔵 品

ア 預 金

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金 合 計

(2) 未 収 金

(4) 前 払 金

(3)

(3) 未 収 金 貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

無 形 固 定 資 産 合 計

(3) 投 資

イ 基 金

ア 長 期 貸 付 金

平 成 ２ ６ 年 度 名 張 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

平成２７年３月３１日

資 産 の 部

(1) 有 形 固 定 資 産

構 築 物

有 形 固 定 資 産 合 計

(2) 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

カ 工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

キ 建 設 仮 勘 定

固 定 資 産

ア 土 地

イ 建 物

減 価 償 却 累 計 額

ウ

減 価 償 却 累 計 額

エ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

オ 車 両 運 搬 具

ア ダ ム 使 用 権

イ 電 話 加 入 権

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

(注記Ⅰ2(1))

(注記Ⅰ2(2))

(注記Ⅰ3(3))

(注記Ⅰ1(2))
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３

545,618,111

545,618,111

880,917,479

330,731,497

276,051,525

606,783,022

2,033,318,612

４

31,264,000

31,264,000

129,643,000

490,640,603

13,751,000

13,751,000

17,452,692

682,751,295

５

993,550,104

551,751,186 441,798,918

14,007,166,473

7,505,964,281 6,501,202,192

775,707,214

345,752,378 429,954,836

885,533,243

400,695,224 484,838,019

7,857,793,965

10,573,863,872負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

ア 受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

イ 工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

ウ 補 助 金

収 益 化 累 計 額

エ 他 会 計 繰 入 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

(5) そ の 他 流 動 負 債

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

(3) 未 払 金

に充てるための企業債

企 業 債 合 計

(2) ダム築造費割賦償還金

(4) 引 当 金

ア 賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債

(3) 引 当 金

負 債 の 部

ア 退 職 給 与 引 当 金

(1) 企 業 債

ア 建設改良費等の財源

に充てるための企業債

企 業 債 合 計

(2) ダム築造費割賦償還金

(1) 企 業 債

ア 建設改良費等の財源

イ 修 繕 引 当 金

(注記Ⅲ2)

(注記Ⅲ3)

（注記Ⅰ3(1),Ⅲ5(1))

(注記Ⅶ1(1))

(注記Ⅲ2)

(注記Ⅲ3)

(注記Ⅰ3(2),Ⅲ5(2))

－　10　－



６ 6,556,679,894

７

803,416,666

1,022,694,815

15,893,418

5,508,362

1,847,513,261

138,116,935

当年度未処分利益剰余金 6,189,498,867

6,327,615,802

8,175,129,063

14,731,808,957

25,305,672,829

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

(2) 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

ア 受 贈 財 産 評 価 額

イ 工 事 負 担 金

ウ 補 助 金

エ 他 会 計 繰 入 金

資 本 剰 余 金 合 計

イ

負 債 資 本 合 計

資 本 金

資 本 の 部

ア 減 債 積 立 金

－　11　－
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注 記

Ⅰ．重要な会計方針

  当年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

    該当事項なし。

  （２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

     貯蔵品 先入先出法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

 （１）有形固定資産（リース資産を除く。）

    ・減価償却の方法

     定額法（ただし、取替資産については取替法による。）

   ・主な耐用年数

    建物        15～50年

    構築物       30～60年

    機械及び装置    8～20年

    車両運搬具   4～ 5年

    工具、器具及び備品 5～15年 

（２）無形固定資産

   ・減価償却の方法（リース資産を除く。）

     定額法

   ・主な耐用年数

    ダム使用権  55年

  （３）リース資産

     該当事項なし。

３．引当金の計上方法

 （１）退職給付引当金

   職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額における、

水道事業会計が負担すべき金額を計上している。計上額の算定に当たっては、一般会計と

の間での協議に基づき、職員の勤続月数による按分により各会計の負担額の算定を行って

いる。

（２）賞与等引当金

   職員の期末手当及び勤勉手当並びにそれらの手当に係る法定福利費の支出に備えるため、

当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（３）貸倒引当金

   債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上し

ている。

４．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

５．会計処理方法の変更

当年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

６．表示方法の変更

当年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。
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Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書

重要な非資金取引なし。

Ⅲ．予定貸借対照表

 １．担保に供している資産及び担保に係る債務

   該当事項なし。

 ２．企業債の償還に係る他会計の負担

  貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予  

定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は450,238,337円である。

３．ダム築造費割賦償還金に係る他会計の負担

  貸借対照表に計上されているダム築造費割賦償還金（当該年度末日の翌日から起算して１年

以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 336,853,493

円である。 

４．保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

  該当事項なし。

５．引当金の取崩し

 （１）退職給付引当金の取崩し

    平成２６年度において、退職手当として 69,636,534 円を支出することとなるため、退

職給付引当金69,636,534円を取り崩す。

 （２）賞与等引当金の取崩し

    平成２６年度において、期末・勤勉手当として 35,326,045 円、期末・勤勉手当に係る

法定福利費として6,204,961円を支出することとなるため、賞与等引当金8,119,854円を

取り崩す。

 Ⅳ．セグメント情報

 セグメント区分なし。

 Ⅴ．減損損失

  該当事項なし。

 Ⅵ．リース契約により使用する固定資産

   １．リース会計に係る特例措置

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。

  ２．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

    １年内 8,965,752円

    １年超 1,920,000円

合計 10,885,752円     

  ３．解除できないオペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

    該当事項なし。

 Ⅶ．その他

  １．新会計基準移行に係る経過措置

   （１）修繕引当金に関する経過措置

      平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取
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り崩すこととする。

   （２）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

      平成26年3月31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資

本剰余金として整理している額のうち、平成26年3月31日以前に取得又は改良した資産

で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたも

のについては、固定資産台帳に情報のある資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改

良したことが明らかな資産は除く。）を対象とし、補助金等充当率を用いた按分により整理

している。



金 額

1. 1,958,989 △ 30,060 1,928,929

1. 営 業 収 益 1,513,516 △ 46,173 1,467,343

1. 給 水 収 益 1,450,461 △ 26,061 1,424,400 1 水 道 料 金 △ 26,061

2. 受 託 工 事 収 益 13,629 △ 8,800 4,829 1 新 設 工事 収益 △ 8,800

3. その他営業収益 49,426 △ 11,312 38,114 1 材 料 売却 収益 △ 300

5 加 入 金 △ 11,012

2. 営 業 外 収益 444,412 △ 8,897 435,515

1. 受 取 利 息 及 び 6,598 1,954 8,552 1 預 金 利 息 447

配 当 金 2 基 金 利 息 123

3 貸 付 金 利 息 1,384

2. 他 会 計 補 助 金 28,226 81 28,307 1 一般会計補助金 81

3. 受 託 工 事 収 益 39,109 △ 8,235 30,874 1 工 事 負 担 金 △ 8,235

4. 長期前受金戻入 350,632 △ 7,175 343,457 1 受贈財産評価額 △ 4,140

2 工 事 負 担 金 △ 2,901

3 補 助 金 △ 207

4 他 会 計繰 入金 73

5. 雑 収 益 19,847 4,478 24,325 2 そ の 他雑 収益 4,478

3. 特 別 利 益 1,061 25,010 26,071

1. 固定資産売却益 1,061 △ 48 1,013 1 固定資産売却益 △ 48

2. その他特別利益 0 25,058 25,058 1 その他特別利益 25,058

金 額

1. 2,192,705 47,520 2,240,225

1. 営 業 費 用 1,790,112 △ 53,166 1,736,946

1. 原水及び浄水費 387,500 △ 3,918 383,582 1 給 料 19

2 手 当 等 34

4 法 定 福 利 費 17

5
法 定 福 利 費
引当 金繰 入額

4

12 通 信 運 搬 費 △ 230

13 委 託 料 △ 1,687

14 手 数 料 △ 87

15 賃 借 料 △ 121

17 動 力 費 9,763

18 薬 品 費 △ 8,609

20 負 担 金 △ 3,091

21 雑 費 70

補正予定額
区 分

水道 事業 費用

備 考

支　　　　　　　　　　出

平 成 ２ ６ 年 度 名 張 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ） 実 施 計 画 説 明 書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

計
節

款 項 目 既決予定額 備 考

（単位　千円）

収　　　　　　　　　　入
（単位　千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計
節

区 分

水道事業 収益

過年度固定資産
除却分長期前受
金戻入
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金 額

2. 配水及び給水費 214,709 △ 1,834 212,875 1 給 料 47

2 手 当 等 △ 29

4 法 定 福 利 費 10

5
法 定 福 利 費
引当 金繰 入額

3

8 燃 料 費 20

11 委 託 料 △ 4,191

13 賃 借 料 △ 19

16 動 力 費 2,347

18 雑 費 △ 22

3. 受 託 工 事 費 12,514 △ 8,101 4,413 4 燃 料 費 △ 101

9 工 事 請 負 費 △ 8,000

4. 総 係 費 196,970 161 197,131 1 給 料 △ 221

2 手 当 等 160

4 賃 金 △ 2,569

5 法 定 福 利 費 △ 171

6
法定福利費引当
金 繰 入 額

8

8 退 職 給 付 費 4,010

12 燃 料 費 15

13 光 熱 水 費 △ 235

16 広 告 料 △ 9

17 委 託 料 △ 154

18 手 数 料 53

25 貸倒引当金繰入額 △ 659

26 雑 費 △ 67

5. 減 価 償 却 費 945,828 △ 33,869 911,959 1
有 形 固定 資産
減 価 償 却 費

△ 33,869

6. 資 産 減 耗 費 32,281 △ 5,305 26,976 1 固定資産除却費 △ 5,305

7. その他営業費用 310 △ 300 10 1 材 料 売却 原価 △ 300

2. 営 業 外 費用 105,693 △ 12,014 93,679

2. 受 託 工 事 費 35,555 △ 7,487 28,068 2 工 事 請 負 費 △ 7,487

4.
消費税及び地方
消 費 税

18,449 △ 4,527 13,922 1
消費税及び地方
消 費 税

△ 4,527

3. 特 別 損 失 286,900 112,700 399,600

2. その他特別損失 286,400 112,700 399,100 1 その他特別損失 112,700

節
備 考

区 分
款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

過年度固定資産
除却費等
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金 額

1. 387,211 △ 88,544 298,667

1. 企 業 債 8,200 △ 8,200 0

1. 企 業 債 8,200 △ 8,200 0 1
建設改良等の財源に
充てるための企業債 △ 8,200

2. 国 庫 補 助金 21,979 △ 9,468 12,511

1. 国 庫 補 助 金 21,979 △ 9,468 12,511 1 国 庫 補 助 金 △ 9,468

3. 施 設 負 担金 102,230 △ 53,650 48,580

1. 工 事 負 担 金 58,730 △ 41,180 17,550 1 工 事 負 担 金 △ 41,180

2. 水資源施設負担金 43,500 △ 12,470 31,030 1 水資源施設負担金 △ 12,470

4. 基 金 40,000 △ 11,000 29,000

1. 基 金 繰 入 金 40,000 △ 11,000 29,000 1 基 金 繰 入 金 △ 11,000

5. 他会計繰入金 11,623 993 12,616

1. 一般会計繰入金 11,623 993 12,616 1 一般会計繰入金 993

6. 出 資 金 102,021 △ 7,219 94,802

1. 出 資 金 102,021 △ 7,219 94,802 1 一般会計出資金 △ 7,219

金 額

1. 1,328,628 △ 22,208 1,306,420

1. 建 設 事 業費 1,102,881 △ 510,558 592,323

1. 建 設 工 事 費 1,072,073 △ 480,758 591,315 1 給 料 1

2 手 当 等 227

3 賞与引当金繰入額 8

4 法 定 福 利 費 4

5
法 定 福 利 費
引当 金繰 入額

8

6 旅 費 △ 320

10 委 託 料 △ 38,417

11 手 数 料 △ 734

12 工 事 請 負 費 △ 441,535

2. 住宅団地等水道施設費 30,808 △ 29,800 1,008 2 委 託 料 △ 5,000

3 材 料 費 △ 800

4 工 事 請 負 費 △ 24,000

2. 25,525 △ 225 25,300

1. 固定資産購入費 25,525 △ 225 25,300 2
工 具 器 具
及 び 備 品

△ 225

5. 基 金 積 立金 40,554 △ 11,425 29,129

1. 基 金 積 立 金 40,554 △ 11,425 29,129 1
水 道 事 業
基 金 積 立 金

△ 11,425

7. 0 500,000 500,000

1. 一般会計貸付金 0 500,000 500,000 1 一般会計貸付金 500,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

備 考
区 分

（単位　千円）

資 本 的 収 入

款 項

既決予定額 補正予定額目

他 会 計
長期 貸 付金

固 定 資 産
購 入 費

資 本 的 支 出

支　　　　　　　　　　出

計
節

目 既決予定額 補正予定額

区 分

収　　　　　　　　　　入

款 項
節

計

（単位　千円）

備 考
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